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個別避難計画の概要と今後の進め方
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避難行動要支援者と個別避難計画

避難行動要支援者
一般的に、高齢者や障がいのある人、乳幼児や妊産婦、外国人など、災害時に何らかの配慮を必要とす

る方を要配慮者といいます。

そして、要配慮者のうち、災害時に自ら避難することが難しく、特に支援を必要とする方を避難行動要

支援者といいます。

個別避難計画
個別避難計画とは、高齢者や障がいのある人などのうち、災害時に自力で避難することが難しい方（避

難行動要支援者）を対象に、災害時の避難に備えて作成しておく計画です。

令和3年5月に災害対策基本法が改正され、計画作成が市町村の努力義務となりました。



避難行動要支援者と個別避難計画

避難行動要支援者名簿 個別避難計画

目的
災害時に支援が必要な方を把握し、

支援関係者で共有する
 支援が必要な方の避難行動を

具体的に定める

主な内容 氏名、住所、連絡先、支援上の配慮事項など 避難支援者、避難経路、避難手段、連絡方法など

作成主体 市（健康福祉部総合福祉課）
市（危機管理部災害支援課）

避難行動要支援者本人・家族・支援者

管理・更新 健康福祉部総合福祉課（登録・更新・提供） 危機管理部災害支援課（作成支援・委託・管理・更新）

活用場面 災害時・平常時の支援対象者の把握、情報共有  実際の避難支援や訓練の実施



個別避難計画について

国の動き

市の動き

●災害対策基本法を改正（令和3年5月）

　避難行動要支援者一人ひとりの避難行動をあらかじめ定めておく個別避難計画の　

　作成が市町村の努力義務となった

●避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針を改正（令和3年5月）

　優先度の高い避難行動要支援者について、実情に応じておおむね5年程度での作　

　成を目指す

◆国の個別避難計画作成モデル事業の採択（令和3年度）

　計画作成の優先順位の考え方や計画様式の作成、モデル事業内で3名の計画作成

　優先度の高い者を中心に計画作成を進める方針を定める

◆個別避難計画の作成（～令和６年度）

　対象者４，２８８人のうち６９件作成＜作成率約1.6％＞（令和６年度末）

◆健康福祉部から危機管理部に個別避難計画の業務が移管（令和７年度）

　計画作成促進に向けた新たな作成方針を制定



個別避難計画について

個別避難計画の様式 ●基本様式



市
避難行動要支援者名簿の作成

個別避難計画の促進

避難支援等関係者
民生委員、自主防災組織、自治会

など

避難行動要支援者
自力避難が困難な方
（高齢者、障がい者等）

個別避難計画の取組の現状

①名簿情報外部提供の同意

②名簿提供 ③計画作成

④計画の共有
災害時の

支援



個別避難計画の作成状況

避難行動要支援者名簿

個別避難計画作成数

避難行動要支援者名簿　登載要件

①75歳以上の高齢者のうち要介護１又は２　②要介護３以上　③身体障害者手帳１級・２級

④療育手帳A　⑤精神障害者保健福祉手帳１級　⑥市の障がい福祉サービス受給の難病患者

⑦市長が避難支援等の必要を認めた者　⑧その他、登載を希望し、市長が認めた者

避難行動要支援者名簿（外部提供同意）

４，５１４人

４０１人

２，３５０人

（令和7年12月現在）



個別避難計画作成における福祉専門職参画の必要性

・避難行動要支援者に対し、どのように対応して良いのか分からない

・効果的な支援手法が分からない

・避難支援の実効性がない

福祉専門職が個別避難計画作成に参画
・本人の個別避難計画への安心感

・個別避難計画の実効性の向上

・専門的な知見を含んだ個別避難計画の作成

課題



個別避難計画作成工程

郵送方式による
計画作成

福祉専門職への
作成支援依頼

行政による作成
支援

STEP
01

誰一人取り残さない避難行動要支援者への支援を行います

市から対象者へ計画作成

案内を送付し、本人・家

族によるセルフプラン作

成を行います。

福祉専門職と市が委託業

務を結び、作成支援を行

います。

危機管理部、健康福祉部

で作成支援を行います。

STEP
03

STEP
02

NEW



郵送方式による計画作成（STEP①）

01 03

郵送作成
案内

計画作成の

同意有
計画作成を

行う

計画作成を
行わない

本人・家族で
作成を行う

福祉専門職による
作成支援

《STEP②へ》

計画作成の

不同意・返送無

本人・家族で

作成できる

本人・家族で

作成できない



福祉専門職への作成支援依頼（STEP②）

01 03

概要

福祉専門職による
作成支援

福祉サービスを利用している場

合。または、地域包括支援セン

ター、基幹相談支援センターで

対応できる場合。

【委託対象事業所】

●介護保険サービス事業所（計96事業所）

居宅介護支援事業所（56）訪問看護事業所（17）小規模多機能型居宅介護事業所（９）

看護小規模多機能型居宅介護事業所（３）地域包括支援センター（11圏域）

●障がい福祉サービス事業所（計23事業所）

相談支援事業所（20）基幹相談支援センター（３圏域）

福祉専門職（福祉事業所）に作成依頼が行え

る場合、市と福祉事業所で委託契約（単価契

約）を結び、個別避難計画の作成を行う。

     作成１件=７，０００円（税込）



01 03

対応不可

福祉専門職への作成支援依頼（STEP②）

福祉専門職へ
作成支援を希望

福祉サービス

利用有 福祉専門職へ委託
（介護・障がい事業所） 行政による

作成支援
《STEP③へ》

福祉サービス

利用無

福祉専門職へ委託
（包括・基幹相談センター）

対応不可



01

説明会

・福祉事業所への説明

会を開催します。

（12月21日～23日予定）

・説明資料は市HPに掲

載し、当日説明会不参加

者にも共有します。

02

受託意向確認

・事業者ごとに本事業を

受託する意向があるか意

思確認を行います。

03

委託契約締結

・委託事業者ごとに市と

委託契約を結びます。

・締結後に市から事業所

（受注者）へ作成対象者

のリストを渡します。

04

計画作成

・福祉専門職にて作成を行

います。状況に応じて市も

適宜支援を行います。

・作成完了（一部未了も含

む）後市へ提出します。

・市で内容確認を行い、委

託料を支払います。

福祉専門職への作成支援依頼（STEP②）

福祉専門職への委託から作成支援までの流れ



01　説明会（個別避難計画作成に係る福祉専門職向け）

１.目的
災害時に自力での避難が難しい方々の個別避難計画作成を推進するため、福祉専門職の皆様へ計画の意

義や作成方法、支援の流れを理解していただくことを目的とする。

また、今年度から危機管理部が主体となって取り組むにあたり、地域や関係機関との連携体制をより一

層強化し、実効性のある計画づくりを進めるための意見交換の場とする。

２.日時・場所
12月21日（日）　①10時～12時　②14時～16時　　            市役所５階　災害対策本部室

12月22日（月）　③18時30分～20時30分            　　　　  市役所２階　講堂

12月23日（火）　④14時～16時　⑤18時30分～20時30分     市役所２階　講堂

３.対象者
介護保険サービス事業所職員、障がい福祉サービス事業所職員　ほか

４.内容
個別避難計画の概要、本市の取組みと課題、福祉専門職に委託する業務内容、意見交換　など



02　受託意向確認（個別避難計画作成委託業務の受託意向確認）

１.概要
説明会終了後、個別避難計画作成支援業務の委託について、福祉事業所・団体ごとに受託の意向を確認する。

受託の可否を確認することで、年度内の契約手続き及び実施スケジュールを円滑に進めることを目的とする。

２.確認期間
説明会終了後～令和８年１月15日

※期間外でも受託が可能となった場合は、都度受託手続きは行う。

３.確認方法
・配布・案内している「受託確認書」に、事業所名・担当者名・受託の可否を記入の上、FAXまたはメ

ールで提出。もしくは、QRコードまたはURLから回答。

・提出、回答がない事業所には、期限後に電話等で確認を行う。



03　委託契約締結（個別避難計画作成業務委託の契約締結）１／２

１.概要
受託の意思表示を示した福祉事業所に作成支援業務を委託する。

契約は単価契約方式により締結し、作成件数に応じて委託料を支払うことで、事業所の規模や対応状況

に応じた柔軟な実施を可能とする。

２.契約期間
説明会終了後～令和８年３月19日頃

※単年度契約。但し、次年度以降も同様に継続実施予定

３.契約方式
・1件あたりの計画作成支援に係る単価を定め、作成件数に応じて委託金額を算定する。（単価契約方式）

　１件あたり７，０００円（税込）×作成件数＝支払額

・年度末に報告書をもとに支払いを行う。



03　委託契約締結（個別避難計画作成業務委託の契約締結）２／２

４.業務内容
・対象者への作成同意確認と関係者への連絡調整

・本人、家族、支援者等との面談、避難方法の確認（必要に応じて地域調整会議の実施）

・個別避難計画書の作成支援

・市への報告書提出及び修正対応

・作成後の計画の見直し（簡易に修正が可能なもの）

５.契約締結の流れ
① 受託確認書の提出（１月15日まで）

② 契約書・仕様書の送付（市→事業者）

③ 押印・返送（事業所→市）

④ 契約締結完了（１月中予定）

⑤ 対象者リストの配布

⑥ 業務開始（１月～３月）

⑦ 実績報告及び支払い（３月末）



✅委託契約を締結した場合でも、仮に作成ができなくても大丈夫です！

市と委託契約を締結した場合であっても、

すべての対象者の個別避難計画を作成しなければならないものではありません。

個別避難計画の作成は、本人・家族の意向や支援状況、専門職の判断等を踏まえ、

作成可能な範囲で、適切に進めていただくものとしています。

例）施設Aにて、対象者が10名いるが、通常業務が忙しく１名分しか作成が出来なかった。

　　⇒作成した件数に応じて委託料をお支払いしますので大丈夫です。

例）施設Bにて、作成を行ったが契約期限までに作成が完了できなかった。

 　  ⇒当該年度内に個別避難計画の作成が完了しなかった場合であっても、次年度に改めて市と委託

　　　契約を締結することで、引き続き作成を行うことが可能です。

04　計画作成（福祉専門職による個別避難計画作成）

作成のポイント①



✅スマホやタブレットから電子フォームでの作成も可能です！

計画作成・提出は電子フォームへの入力でも可能とし、作成者の負担減となるよう実施します。

（紙媒体、エクセルデータでの提出も可能です）

https://logoform.jp/form/snXV/1229872

04　計画作成（福祉専門職による個別避難計画作成）１／３

作成のポイント②

✉saigai@city.nobeoka.miyazaki.jp



✅全ての記載項目が埋まらない（完成できない）場合でも大丈夫です！

避難支援等実施者が見つからない場合など、個別避難計画の記載内容が一部未完成であった場合であっ

ても完成時と同額をお支払いします。

●提出を認める基準

① 法定項目（重要項目）の一部が未記載の場合

法定項目
「重要項目」に加え、「氏名」、「生年月日」、「性別」、「住所又は居所」、「電話番号その他の
連絡先」、「避難支援等を必要とする理由」

重要項目 「避難支援等実施者」、「避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項」

04　計画作成（福祉専門職による個別避難計画作成）２／３

② 本人・家族等及び関係者等と原則３回協議し、項目を決定することが困難であると判断したとき

③ 未決定項目（重要項目）が一部未記載の場合、その理由が記載されていること

例︰独居で親族等も避難支援可能な範囲に居住していない、近隣に高齢世帯しかなく協力を得ることが

難しく、避難支援等実施者が決まらない

作成のポイント③



✅計画の更新について

完成版、未完成版ともに計画の更新方法については以下のとおりとなります。

完成版計画の取り扱い
（既完成分の修正）

・福祉事業所等が、対象者の状態変化や転居、支援者変更などにより計画の修正が必要と判断
した場合は、市へ報告を行ってください。
・報告を受けた市は内容を確認し、必要に応じて台帳の更新や関係機関への共有を行います。
・見直しに要した作業については、福祉事業所への追加報酬の対象としません。

未完成版計画の取り扱い
（未記載事項ある分の修正・追記など）

・未完成版の計画については、現時点では修正・追記を委託対象外とします。
・本年度は、新規の計画作成に注力し、未完成分については次年度以降の取組対象として整理
させていただきます。

04　計画作成（福祉専門職による個別避難計画作成）３／３

・見直しの結果、実質的に新規作成に相当する場合（支援体制の全面変更等）は、別途協議のうえ新規

として取り扱うものとします。

・市では、見直し報告の状況等を踏まえて次年度以降の要領改正や報酬設定を検討してまいります。

作成のポイント④



避難先・避難方法

01 03
１．避難のタイミング

　洪水・土砂災害は、基本レベル３（高齢者等避難）での避難を勧めます。

　津波の浸水想定がある場合は、すぐ避難する必要があることを伝え計画を作成します。

２．避難先

　市が指定する避難場所・避難所以外にも、親戚・知人宅、普段利用している福祉事業所な

ども避難先になることを念頭に、本人の希望を聞き取ります。

　無理に自宅以外に避難することで、かえって症状が悪化する恐れがある場合などは、自宅

２階への垂直避難も検討します。

３．避難経路

　実際に歩いて、倒壊しそうなブロック塀がないか、などをもとに検討を行います。



行政による作成支援依頼（STEP③）

01 03

概要

行政による
作成支援

福祉事業所を利用していな

い方で、包括・基幹でも受

託できない場合

【作成支援】

・行政による支援はあくまで「補完的な対応」と位置づけ、基本は自分で作成（STEP１）、福祉専門職によ

る計画作成（STEP２）を主体とする。

・災害支援課の職員（２名）による体制で、訪問支援を行うことを基本とする。

・必要に応じて、庁内横断的な作成支援チームを編成し、対応する。

危機管理部（災害支援課）及び健康福祉部の

職員で作成支援を行う。

健康福祉部は、総合福祉課、障がい福祉課、

介護保険課、健康長寿課を想定。



行政による作成支援依頼（STEP③）

・対象者に個別にアプローチし、職員が自宅を訪問。

・本人や家族と直接対話しながら計画を作成する。

＜特徴／メリット＞

・個人の事情を深く把握でき、精度の高い計画が作成可能

・家族や近隣親族等とも相談しやすい

・高齢者等、会場に出向けない方にも対応

・実際の住まいの状況（段差、導線等）を確認し、その場で

助言が可能

＜課題＞

・手間と時間がかかる

・地区ごとに日時を設定して会場で相談会を開催。

・行政職員・地域関係者がブース形式で相談を受け付ける。

＜特徴／メリット＞

・一度に複数人を対応でき、効率的に計画作成が進む

・会場が地域の公共施設のため、住民が参加しやすい

・地区の民生委員・自治会役員とも連携しやすい

・雰囲気が柔らかく、参加のハードルが低い

＜課題＞

・会場に来られない方には対応できない

・個別の事情を深く聞き取りにくいケースもある

・プライバシー配慮が必要（相談ブースの間隔等）

②自宅訪問方式①相談会方式（公民館・コミュニティセンター）



区分 件数 備考

（１）郵送による作成案内送付件数 ２，３５０件
避難行動要支援者（約4300名）のうち、平常時から
の名簿情報提供に同意（未回答を除く）の方へ発送

（２）計画作成を行うと回答 ４３１件

　　　自力で計画を作成できた件数 ２５９件 本人・家族等による自作

　　　福祉専門職への委託対象件数 １６２件 作成支援を要するもの

（３）計画作成を行わないと回答 ４５９件 本人辞退、家族希望なし、入院・転居

（４）未回答 １，２８８件 返送がない方、宛先不明で未達の方

本市の個別避難計画作成の現状

令和７年11月１日現在



作業 ４月〜６月 ７月〜９月 10月〜12月 １月〜３月 備考

郵送方式による作成
（STEP01）

・令和７年２月に避難行動要支援者（約4300
名）のうち、平常時からの名簿情報提供に同意
（未回答を除く）の方へ作成案内を発送。
・返送のあった計画のチェックを行う。

福祉専門職による作成支援
（STEP02）

・説明会後、受託意向の確認を行い、今年度は
作成支援を希望する162名を中心に作成を行う。

行政による作成支援
（STEP03）

・自宅訪問や公民館等での作成支援説明会を開
催する。

個別避難計画作成スケジュール

令和７年度（今年度）

内容確認・修正・返送 次年度準備

委託仕様等の検討・準備

随時個別対応・作成支援方法の検討

実施

実施



作業 ４月〜６月 ７月〜９月 10月〜12月 １月〜３月 備考

郵送方式による作成
（STEP01）

・４月に新規作成対象者（約1,200名）に作成案
内文書を送付
・６月までに返送してもらうものとし、返送の
あった計画を随時チェックを行う。

福祉専門職による作成支援
（STEP02）

・７月頃に事業者へ計画作成の説明会を行う。
※年間を通して、委託契約は希望があれば行う
ものとし、随時契約事務は行う。

行政による作成支援
（STEP03）

・10月以降、集中的に未作成者へ行政で作成支
援を行う。
※年間を通して、行政での作成支援は行うもの
とし、訪問作成の要望があった場合などは随時
対応を行う。

個別避難計画作成スケジュール

令和８年度以降

郵送・処理 修正および事後処理

準備 委託実施

随時個別に対応 集中的に実施



よくある質問

委託対象者のリストは、委託契約前にいただけますか？

申し訳ありませんが、委託契約の締結前に対象者のリストをお渡しすることはできません。

対象となる方の氏名・住所などの情報は、「延岡市避難行動要支援者名簿に関する条例」に

基づき、適正な管理のもとで取り扱う必要があります。

そのため、リストの提供は「委託契約締結後」に限定しています。

契約締結後には、守秘義務に関する取り決めを含む契約に基づき、対象者情報を安全に共有

し、作成支援を進めていただくことになります。

Q



よくある質問

作成に要する平均的な時間や負担はどのくらいですか？

次年度も同様の委託はありますか？

１件あたりの面談・確認を含めて、概ね１～２時間程度を目安としています。

しかし、対象者の心身の状況や生活環境、家族・支援者の有無、聞き取り回数により、対応

時間が前後する場合があります。

ケアマネージャー等の通常業務における訪問や面談などに合わせて作成支援を行うなど、日

常業務の延長として無理のない範囲で取り組んでいただければと考えます。

次年度も委託業務を継続予定です。

年度ごとの実績・課題等を踏まえ、制度の見直しなどを行っていく予定です。

Q

Q



よくある質問

ケアマネージャー個人と契約を結ぶことはできますか

申し訳ありませんが、ケアマネージャー個人との契約はできません。

本業務は事業所単位での委託契約となります。そのため、契約の相手方は居宅介護支援事業

所などの法人または事業所単位となり、個人のケアマネージャーとは直接契約を結ぶことは

できません。これは、契約事務の適正な管理と、個人情報の取り扱い・守秘義務などの責任

の所在を明確にするためです。

ただし、契約事業所に所属するケアマネージャーの方が、日常の支援業務の中で計画作成に

関わっていただくことはもちろん可能です。

なお、市としては、実際に計画作成支援を行うケアマネージャーに報酬が適切に還元される

よう、事業所内での配慮をお願いしています。各事業所におかれては、契約金額の範囲内

で、従事する職員への手当や報酬分配についてご検討いただければ幸いです。

Q



よくある質問

避難支援者になると、避難時に責任を問われるのではないかと不安です。

避難支援者になったことで、法的な責任を負うことはありません。

実際の災害時には、状況や安全を最優先に判断することが大切であり、計画に沿った行動が

難しい場合もあります。

したがって、避難支援者に対して「必ず現場に行かなければならない」などの法的義務や強

制力はありません。

市としては、避難支援者を「災害時の助け合いの関係を事前に築くための存在」として位置

づけています。

無理のない範囲での協力をお願いするものであり、責任を問う性質のものではありませんの

で、安心してご協力ください。

Q



https://www.city.nobeoka.miya

zaki.jp/soshiki/64/45836.html

ウェブサイト

メール

saigai@city.nobeoka.miyazaki.jp

電話番号

0982-22-7087 延岡市　個別避難計画

問い合わせ（災害支援課）

https://www.city.nobeoka.miyazaki.jp/soshiki/64/45836.html
https://www.city.nobeoka.miyazaki.jp/soshiki/64/45836.html

